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1.　20年3月期の連結業績（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年3月期 155,670 7.8 2,498 22.3 3,038 33.0 2,477 29.3
19年3月期 144,473 7.9 2,042 30.5 2,285 20.1 1,916 44.1

　

　
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

　 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年3月期 59 31 － － 21.8 5.1 1.6
19年3月期 45 88 － － 19.1 3.9 1.4

(参考) 持分法投資損益 20年3月期 747百万円 　 　19年3月期 418百万円

　

(2) 連結財政状態 　

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

　20年3月期 56,962 11,734 20.4 278 5

　19年3月期 61,635 11,277 18.0 266 27

(参考) 自己資本 　20年3月期 11,612百万円 　 　19年3月期 11,120百万円

　

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 　

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

　20年3月期 △117 484 △281 1,598

　19年3月期 213 347 △756 1,427

　

2.　配当の状況

　 １株当たり配当金 配当金総額
(百万円)

配当性向
(％)

純資産配当率
(％)(基準日) 中間期末 期末 年間

20年3月期 　 0 　 0 　 0 － － －

19年3月期 　 0 　 0 　 0 － － －

21年3月期(予想) 　 0 　 0 　 0 － － －

　

3.　21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

　 (％表示は、通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間   81,500 6.4 1,130 △1.3 1,250 △13.9 770 △38.8 18 44

通　期  166,500 7.0 2,500 0.1 2,800 △7.9 1,700 △31.4 40 71

　

― 1 ―

soumu1
FASFマーク



4.　その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　無

　 　
　

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　　有

②　①以外の変更　　　　　　　　　無

〔(注)　詳細は、19ページ「(5)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。〕

　

(3) 発行済株式数（普通株式）

　 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 20年3月期 41,780,000株　19年3月期 41,780,000株

　 ② 期末自己株式数 20年3月期 16,289株　19年3月期 16,196株

(注)　１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、29ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

　

(参考)　個別業績の概要

1.　　20年3月期の個別業績（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　20年3月期 132,288 5.8 1,519 4.9 1,449 8.3 1,174 2.8
　19年3月期 124,980 4.4 1,448 27.4 1,338 23.3 1,141 73.2

　

　 １株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
　 円 銭 円 銭

　20年3月期 28 11 － －

　19年3月期 27 33 － －

　

(2) 個別財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

　20年3月期 46,713 7,355 15.7 176 12

　19年3月期 52,669 7,780 14.8 186 30

(参考) 自己資本 　20年3月期 7,355百万円 　 　19年3月期 7,780百万円

　

2.　　21年3月期の個別業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

　 (％表示は、通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 69,800 7.5 630 △2.0 620 3.8 360 △41.9 8 62

通　期 143,000 8.1 1,500 △1.3 1,460 0.7 870 △25.9 20 83

　
　※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業
　績は、今後の様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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１　経営成績

(1) 経営成績に関する分析

１． 企業集団の現況に関する事項 

①当期の業績の概況 

当連結会計年度における我が国経済は、原油をはじめとする資源・素材価格が上昇基調をたどる中、設備

投資や輸出の増加、鉱工業生産の持ち直しに支えられ、景気は回復基調で推移してまいりましたが、当連

結会計年度後半より、「改正建築基準法」施行の影響に伴う住宅着工件数の減少や、サブプライムローン

問題を背景とする国際金融資本市場の混乱や米国景気後退リスクにより、景気回復はこのところ足踏み状

態にあります。 

このような状況下、当社グループといたしましては、先に策定いたしました3ヶ年中期経営計画に沿って、

当社グループの得意分野、注力分野の深耕・強化に取り組み、長年実績のある中国関連取引を中心に推進

してまいりました結果、当連結会計年度の当社グループの売上げは、化学品関連事業をはじめとして、合

成樹脂関連事業、機能建材関連事業、燃料・物資関連事業、海外業務関連事業の全部門にて伸長し、売上

高は1,556億7千万円（前年度比7.8％増）となりました。 

一方、損益面につきましては、原材料価格上昇による仕入価格上昇の影響が続く合成樹脂関連取引事業を

除き売上高の増加に伴い総利益が伸長し、特に燃料・物資関連事業に係わる在中国子会社の取引が大幅に

増加したことから、営業利益は24億9千8百万円（同22.3%増）と前年度を上回る実績となりました。 

また、経常利益は、金利上昇により支払利息が増加したものの、売上総利益の増加に加え、合成樹脂関連

事業投資先の好調を受けた持分法による投資利益の増加もあり、30億3千8百万円（同33.0%増）と前年度

を大きく上回る結果なりました。 

更には、財務内容強化を目的とした保有有価証券売却益を計上したことや、当連結会計年度中には特筆す

べき特別損失の発生がなかったため、当連結会計年度純利益は24億7千7百万円（同29.3%増）と大幅に増

加いたしました。 

この結果、3ヶ年中期経営計画の二年目にあたる当連結会計年度では、売上高、経常利益、当期純利益と

も初年度である前年度実績を上回る結果となりました。また、当社グループの最重要課題であります累積

損失の解消につきましても、すでに連結利益剰余金につきましては前年度において黒字に転換しておりま

すが、単体での黒字化に向けても着実に前進しており、累積損失は前年度末に比べほぼ半減いたしまし

た。 

②事業の種類別セグメントの状況 

事業別の状況は次のとおりであります。 

【化学品関連事業】 

国内取引では、塗料用薬品及び有機溶剤等の石油化学品の取扱い増加や、合成ゴム関連製品等の販売が好

調に推移したため、売上高は大きく増加いたしました。 

一方、貿易取引では、ＩＴ関連向けの需要増と値上げの影響により希土類及び難燃剤の取扱いが増加した

ことに加え、無機薬品の取扱いも好調に推移したこともあり、貿易取引全体の売上高も大幅に増加いたし

ました。 

これらの結果、化学品関連事業の売上高は611億4千4百万円（前年度比6.4%増）となりました。 

営業利益につきましても、売上高の伸長に伴い、11億8千3百万円（同7.3%増）と増加いたしました。

 

【合成樹脂関連事業】 

国内取引では、液晶ディスプレー用フィルムや樹脂包装材料の取扱いが減少したものの、ＩＴ関連及び自

動車部品関連向けの樹脂原料や樹脂成型品の取扱いが伸長したため、売上高は増加いたしました。 
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一方、貿易取引では、携帯電話用樹脂成型品や金型関連取引が減少いたしましたが、自動車部品関連の樹

脂成型品の取引が増加したこと等により、貿易取引全体の売上高は増加いたしました。 

これらの結果、合成樹脂関連事業の売上高は343億5千8百万円（前年度比1.7%増）となりました。 

しかしながら、仕入原価上昇の影響により、営業利益は2億7千5百万円（同13.6%減）と減少いたしまし

た。 

【機能建材関連事業】 

国内取引では、耐震強度偽装問題に起因する建築基準法改正による住宅着工件数減少等の影響を受けマン

ション用内装材を中心に取扱いが減少いたしましたが、戸建住宅向け製材品の取扱いや断熱材の取扱いが

堅調に推移したことにより、売上高は微減に止まりました。 

一方、貿易取引では、梱包材等の輸入取引が減少いたしましたものの、新たな製材品の販路を開拓したこ

ともあり、貿易取引全体の売上高は増加いたしました。 

これらの結果、機能建材関連事業の売上高は253億7千8百万円（前年度比4.5%増）となりました。 

営業利益につきましても、売上高の増加に伴い6億8千万円（同3.9%増）と増加いたしました。 

【燃料・物資関連事業】 

国内取引では、取引先のエネルギー転換等に伴い重油関連取引の取扱いが減少したことにより、売上高は

大きく減少いたしました。 

一方、貿易取引では、中国向けアスファルト取引が大きく減少いたしましたものの、潤滑油等石油製品の

拡販により、貿易取引全体の売上高は大きく伸長いたしました。 

更には、在中国子会社における石油製品の販売が大幅に伸長したことにより、燃料・物資関連事業の売上

高は236億3千2百万円（前年度比23.9%増）となりました。 

営業利益につきましても、中国市場での好調を受け、7億3千3百万円（同121.1%増）と大幅に増加いたし

ました。 

【海外業務関連事業】 

食料関連では、世界的な需要拡大に伴う原料高の影響等により、取扱いは減少いたしました。 

機械・金属関連では、中国製フランジの輸入取引が伸び悩みましたものの、旺盛な中国の電力需要を背景

に発電用設備部材を中心とした輸出取引や中南米向け精密機器の輸出取引の増加により、売上高は大きく

伸長いたしました。 

これらの結果、海外業務関連事業の売上高は111億5千7百万円（前年度比13.2％増）となりました。 

営業利益につきましても、主に機械・金属関連の売上高増加に伴い2億9千9百万円（同74.0%増）と大きく

増加いたしました。 

③次期の見通し 

次期は一昨年策定いたしました3ヶ年中期経営計画の最終年度に当たりますが、当社グループといたしま

しては、同計画の諸施策を着実に実行することにより、以下の見通しを達成すべく取組んでまいります。
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　 　 　 　 （単位：百万円）

　 売上高 営業利益 経常利益 当期利益

2008年度見通し 166,500 2,500 2,800 1,700

2007年度実績 155,670 2,498 3,038 2,477

増減率 7.0% 0.1% △7.9% △31.4%

※前年度対比にて、売上高の増加に比べて営業利益が微増であるのは、偶発的な貸倒に備えてその費用を

予算化しているためであり、経常利益の減少は、現在の環境下では持分法投資利益が減少すると見込まれ

ることによるものであります。また当期利益の減少は、特別利益の発生を一切見込んでいないためであり

ます。

　

(2) 財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度の総資産は、前連結会計年度末比46億7千2百万円減少の569億6千2百万円となりました。

流動資産は売上高の増加に伴う売上債権の増加があったものの前連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったことが大きく影響し受取手形及び売掛金が減少したこと等により前連結会計年度末比24億8千9百万円

減少の447億円となりました。

固定資産は主に時価の下落並びに上場有価証券の売却等により投資有価証券が減少したため、前連結会計

年度末比21億8千2百万円減少の122億6千1百万円となりました。

流動負債は短期借入金並びに1年以内返済予定の長期借入金が増加いたしましたが、前連結会計年度末日

休日の影響により仕入債務が減少しました結果、前連結会計年度末比17億4千5百万円減少の398億5千5百

万円となりました。

固定負債は長期借入金の返済等により前連結会計年度末比33億8千3百万円減少の53億7千1百万円となりま

した。

また、純資産の部は株価下落によるその他有価証券評価差額金の減少がありましたものの、利益剰余金の

増加等により前連結会計年度末比4億5千6百万円増加の117億3千4百万円となりました。

この結果、自己資本比率は20.4％となりました。

　

②キャッシュ・フローの状況

　 　 　   (単位：百万円）

　 前連結会計年度 当連結会計年度 増減

営業活動によるキャッシュ・フロー 213 △ 117 △ 330

投資活動によるキャッシュ・フロー 347 484 136

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 756 △ 281 475

現金及び現金同等物期末残高 1,427 1,598 171

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動による資金の減少は1億1千7百万円（前連結会計年度比3億3千万円減）と

なっております。これは、主に税金等調整前当期純利益35億2千7百万円のうち非現金収支等を調整した後の

資金の増加23億1千7百万円に対し、前連結会計年度末日が休日であったことの影響による売上債権の減少、
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債権流動化の増加及びたな卸資産の減少等による34億2千5百万円の資金増と、前連結会計年度末日休日の影

響による仕入債務及びその他流動負債の減少等による支出並びに法人税等の支出等により58億6千万円の資

金減が生じたことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動による資金の増加は4億8千4百万円（前連結会計年度比1億3千6百万円増）

となっております。これは、主に投資有価証券の売却による収入5億7千2百万円等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は2億8千1百万円（前連結会計年度比4億7千5百万円増）

となっております。これは、主に長期借入金の返済12億1百万円及び短期の借入金の純増加9億2千2百万円等

によるものです。

　

　（キャッシュ・フロー指標のトレンド）

　

　 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期

自己資本比率（％） 16.2 18.0 20.4

時価ベースの自己資本比率（％） 38.9 25.0 15.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 6.0 31.6 －

インタレスト・カバレッジ・レシオ 13.1 1.0 －

自己資本比率：自己資本/総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い

（注1） いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注2） 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注3） キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを使用しております。

（注4） 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての

　　　　負債を対象としております。

　

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社では、配当につきましては、安定的・継続的な配当を行うという基本的な考え方にもとに、収益状況並

びに財務内容を勘案して決定する方針をとっておりますが、誠に遺憾ながら未だに累積損失を抱えている状

況から無配が続いております。

しかしながら、当年度も当初の業績予想を上回る利益を計上したことにより、累積損失は前年度に比べほぼ

半減し、比較的早期に累積損失を解消できる見通しが立ってまいりました。

当社といたしましては、先ずは累積損失の早期解消に向け引き続き業績の拡大と更なる企業体質の強化に取

り組み、早期の復配を可能とする体制作りを進めてまいる所存であります。
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(4) 事業等のリスク

① 商品価格変動リスク

当社及び当社グループの事業は、化学品業界、自動車業界、情報・通信機器業界、建築・建材業界の動向

及び原油の価格動向により経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性があります。

② 為替変動リスク

当社グループは外貨建てによる輸出入取引を行っております。

取引から生じる為替の変動リスクの大部分については先物為替予約にてヘッジしておりますが、予約の時

機等により経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性があります。

また、当社グループには、海外現地法人及び海外に子会社を有する会社を有しております。これら海外の

会社は外貨建ての財務諸表を作成しておりますが、当社連結財務諸表を作成する際の為替レートにより経

営成績及び財務状態に影響を受ける可能性があります。

③ カントリーリスク

当社グループは中国をはじめとするアジア・中米諸国との取引強化に努めております。

取引に当たっては各国の政治、経済の動向により経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性がありま

す。

④ 与信リスク

当社グループは大部分の取引について顧客に対し信用を供与することにより販売を行っております。与信

リスクの回避につきましては万全を期しておりますが、多額の与信先に財務上の問題が発生した場合、経

営成績及び財政状態に影響を受ける可能性があります。

⑤ 株価変動リスク

当社グループは現在財務体質強化の方針に基づき資産圧縮のための保有有価証券の売却を推し進めており

ますが、なお若干の上場有価証券を保有していることと年金資産の一部を株式で運用していることもあ

り、今後の株式市況の動向により経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性があります。

上記リスクにつきましては、現時点で考えられるリスクのうち当社グループの経営成績に重要な影響を及

ぼす可能性があると判断したものであり、軽微なリスク並びに将来発生しうる現時点では予見不能なすべ

てのリスクを網羅しているものではありません。
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２　企業集団の状況

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は当社(明和産業株式会社)、子会社７社、関連会社７社及びその他の

関係会社１社により構成されており、化学品、樹脂、燃料、食料、機械、金属、木材、雑貨の各種原料・製品

の販売並びに輸出入を主たる業務とし、更に各事業に関連する各種のサービス業務を営んでおります。

　なお、当社の大部分の事業部門はその他の関係会社である三菱商事㈱と商品の売買取引関係があります。

区分 主要取扱品目 会社名

化学品
関連事業

販売
 有機及び無機工業薬品、石油化学製品、
 食品添加物、農薬、医薬品、合成ゴム、肥料、
 炭素製品等

 当社、三菱商事㈱、㈱十全チバフク、
 ㈱武田商事　　　　
                              (会社数　計4社)

製造  難燃剤
 ㈱鈴裕化学
　　　　　　　　            　(会社数　計1社)

合成樹脂
関連事業

販売  合成樹脂原料並びに製品等
 当社、三菱商事㈱
　　　　　　　　            　(会社数　計2社)

製造  合成樹脂製品

 クミ化成㈱、
 高和精工（上海）有限公司、
 高和精密模具（上海）有限公司、
 大連永井塑料製品有限公司
　　　　　　　　            　(会社数　計4社)

機能建材
関連事業

販売  硝子繊維等の建築資材、木材製品等
 当社、三菱商事㈱、
 東京グラスロン㈱、ソーケン㈱
　　　　　　　　            　(会社数　計4社)

燃料・物資
関連事業

販売  石油製品、硝子製品等
 当社、三菱商事㈱、㈱明和セールス、
 明和産業（上海）有限公司
　　　　　　　　            　(会社数　計4社)

海外業務
関連事業

販売  医療機器、農水産物、鋳造物、継手等
 当社、明和産業貿易（大連保税区）有限公司、
 三菱商事㈱
　　　　　　　　            　(会社数　計3社)

製造  鋳造物等
 P.T.Pakarti Riken Indonesia、
 ㈱赤萩フランジ　　
                              (会社数　計2社)
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関係会社の状況

名称 住所

資本金または
出資金
(百万円)

主要な
事業内容

議決権の所有
割合又は被所
有割合(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

㈱十全チバフク　　(注)２、３ 東京都千代田区 73
化学品
関連事業

87.4
当社商品(無機薬品等)の販売と
類似商品の仕入をおこなってお
ります。

東京グラスロン㈱　　　(注)３ 東京都千代田区 100
機能建材
関連事業

97.1
当社商品(断熱材)を関東地区を
中心に販売しております。

ソーケン㈱　　　　　　(注)３ 大阪府豊中市 20
機能建材
関連事業

100.0
当社商品(断熱材)を関西地区を
中心に販売しております。

㈱明和セールス　　 　 (注)３ 東京都千代田区 50
燃料・物資
関連事業

100.0

当社は同社と財務及び計算業務
の受託をおこなっております。
また、同社に対し融資をおこな
っております。

明和産業（上海）有限公司
　　　　　　　　　(注)２、３

中華人民共和国
上海市

（百万人民元）

23
燃料・物資
関連事業

100.0
当社商品等(合成樹脂製品・石
油製品等)を中国国内で販売し
ております。

明和産業貿易（大連保税区）　　
有限公司　　　　（注）２、３

中華人民共和国
大連市

（百万人民元）

1
海外業務
関連事業

100.0

中国製品（金属製品等）を同社
の取次ぎで当社が輸入して販売
しております。また、当社商品
（金属製品等）を同社の取次ぎ
で当社が輸出しております。

㈱武田商事　　　　　　(注)６ 東京都墨田区 12
化学品
関連事業

100.0

(100.0)

当社の子会社の商品(無機薬品
等)の販売と類似商品の仕入れ
をおこなっております。

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　

㈱鈴裕化学　　　　(注)２、３ 茨城県守谷市 40
化学品
関連事業

35.0

当社輸入商品(三酸化アンチモ
ン)を使用し、難燃剤を製造し
ております。
また、同社に対し融資をおこな
っております。

クミ化成㈱　　　　
　　　　　　　(注)２、３、４

東京都千代田区 373
合成樹脂
関連事業

40.2
当社商品(樹脂原料)を使用し自
動車用樹脂成型品を製造してお
ります。

高和精工（上海）有限公司
　　　　　　　　　(注)２、３

中華人民共和国
上海市

（百万人民元）

41
合成樹脂
関連事業

40.0
当社商品(樹脂原料)を使用し通
信機器用樹脂成型品を製造して
おります。

その他　２社 　 　 　 　 　

(その他の関係会社) 　 　 　 　 　

三菱商事㈱　　　　　　(注)５ 東京都千代田区 201,825
化学品
関連事業他

被所有

　　32.9　
当社の大部分の事業部門と商品
の売買をおこなっております。

 (注)　１　主要な事業内容の欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。　

　　 　２　当社の役員が当該社の役員を兼務しております。　　

       ３  当社の従業員を役員として派遣しております。

　　 　４  クミ化成㈱については、同社の海外子会社3社及び海外関連会社1社に対する投資について持分法を適用

　　　　　 して認識した損益が連結財務諸表に与える影響が大きいため、当該4社の損益をクミ化成㈱の損益に

           含めて計算しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　 なお、持分法適用会社数はクミ化成㈱グループ全体を1社として表示しております。

　　　 ５　当該社は有価証券報告書を提出しております。　

　　　 ６　「議決権の所有割合」の欄の（内書）は間接所有であります。　
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３　経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

当社は「事業を通じて広く社会に貢献し、社員もまた良き恩恵を受ける」との経営理念のもとに、本来

の意味の少数精鋭主義をモットーとして、環境の変化にも迅速・的確に対応するとともに、社員・個人を

より強い個の集団とすることにより、専門性・独自性を発揮した高機能商社の実現を基本方針とし、グル

ープ各社との連携のもとに全体の繁栄を目指してまいります。

(2) 目標とする経営指標及び中長期的な会社の経営戦略

平成18年度に策定いたしました3ヶ年中期経営計画の着実な達成と、単体での累積損失の早期解消を最

重要目標としております。

(3) 会社の対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、国際的な資源・素材価格の上昇や米国景気の後退も懸念されるなど、経

営環境は予断を許さない状況が続くものと思われます。

　このような状況下、当社グループといたしましては、最終年度を迎える3ヶ年中期経営計画の諸施策を

確実に遂行することにより、揺るぎない営業基盤を確立し、関係業界において存在感を示し得る自立した

企業を目指してまいります。

　更には、懸案事項である単体における早期復配を目指し、下記対処すべき課題に対し引き続き取り組ん

でまいります。

① 中国取引をはじめとする当社グループが得意とする分野、更にはＩＴ・自動車等技術革新により今後

共成長が期待できる分野の深耕と問題解決、提案型営業の強化を図るなど、徹底した資源の傾斜配分と意

識改革により高機能・高収益商社への質的転換を図ることにあります。

② 定量面では、上場企業として継続的な配当の実施を可能とする安定的な期間収益を確保するための財

務体質の強化、とりわけ遊休資産の処分と有利子負債の圧縮に努めてまいります。

③ 今後とも適切な事業活動を推進するため、コンプライアンスの遵守の強化・徹底を図り、業務活動全

般にわたる合法性遵守と合理性推進の観点から、当社グループを取り巻くリスクの洗出しと管理を通じ

て、内部統制の更なる体制充実を図ってまいります。

④ 環境面では、「ISO14001」のPDCAサイクルを継続・強化し、グループ各社共々環境保全活動に引き続

き積極的に取組んでまいります。
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４　連結財務諸表

(1) 連結貸借対照表

　

　 　
前連結会計年度

(平成19年３月31日)

当連結会計年度

(平成20年３月31日)
増減額

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 1,427 　 　 1,598 　 　 171

　２　受取手形及び売掛金 　 　 39,800 　 　 37,109 　 　 ▲2,690

　３　たな卸資産 　 　 4,832 　 　 4,503 　 　 ▲328

　４　繰延税金資産 　 　 239 　 　 308 　 　 69

　５　短期貸付金 　 　 79 　 　 86 　 　 7

　６　その他 　 　 1,456 　 　 1,643 　 　 186

　　　　貸倒引当金 　 　 △644 　 　 △549 　 　 94

　　流動資産合計 　 　 47,190 76.6 　 44,700 78.5 　 ▲2,489

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物及び構築物 　 815 　 　 799 　 　 ▲16 　

　　　　減価償却累計額 　 621 193 　 589 209 　 ▲32 16

　　(2) 機械装置及び運搬具 　 688 　 　 663 　 　 ▲25 　

　　　　減価償却累計額 　 591 97 　 548 115 　 ▲42 17

　　(3) 工具・器具及び備品 　 370 　 　 342 　 　 ▲28 　

　　　　減価償却累計額 　 330 39 　 301 40 　 ▲28 0

　　(4) 土地 　 　 337 　 　 337 　 　 ―

　　有形固定資産合計 　 　 669 1.1 　 704 1.2 　 34

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　電信電話加入権等 　 　 33 　 　 34 　 　 0

　　無形固定資産合計 　 　 33 0.0 　 34 0.1 　 0

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 11,489 　 　 9,352 　 　 ▲2,137

　　(2) 長期貸付金 　 　 194 　 　 121 　 　 ▲73

　　(3) 長期繰延税金資産 　 　 16 　 　 35 　 　 18

　　(4) その他 　 　 2,844 　 　 2,738 　 　 ▲106

　　　　　貸倒引当金 　 　 △804 　 　 △725 　 　 79

　　投資その他の資産合計 　 　 13,741 22.3 　 11,522 20.2 　 ▲2,218

　　固定資産合計 　 　 14,444 23.4 　 12,261 21.5 　 ▲2,182

　　資産合計 　 　 61,635 100.0 　 56,962 100.0 　 ▲4,672
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前連結会計年度

(平成19年３月31日)

当連結会計年度

(平成20年３月31日)
増減額

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形及び買掛金 　 　 32,485 　 　 29,070 　 　 ▲3,414

　２　短期借入金 　 　 6,754 　 　 7,610 　 　 855

　３　１年以内返済予定の

　　　長期借入金
　 　 1 　 　 1,500 　 　 1,498

　４　未払法人税等 　 　 419 　 　 703 　 　 284

　５　賞与引当金 　 　 38 　 　 47 　 　 9

　６　その他 　 　 1,902 　 　 924 　 　 ▲978

　　流動負債合計 　 　 41,601 67.5 　 39,855 70.0 　 ▲1,745

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 　 　 5,700 　 　 3,000 　 　 ▲2,700

　２　長期繰延税金負債 　 　 1,585 　 　 877 　 　 ▲707

　３　退職給付引当金 　 　 289 　 　 224 　 　 ▲64

　４　役員退職慰労引当金 　 　 111 　 　 133 　 　 22

　５　負ののれん 　 　 31 　 　 48 　 　 17

　６　その他 　 　 1,037 　 　 1,086 　 　 49

　　固定負債合計 　 　 8,755 14.2 　 5,371 9.4 　 ▲3,383

　　負債合計 　 　 50,357 81.7 　 45,227 79.4 　 ▲5,129

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 4,024 6.5 　 4,024 7.1 　 ―

　２　資本剰余金 　 　 2,761 4.5 　 2,761 4.8 　 ―

　３　利益剰余金 　 　 913 1.5 　 3,394 6.0 　 2,480

　４　自己株式 　 　 △3 △0.0 　 △3 △0.0 　 ▲0

　　株主資本合計 　 　 7,695 12.5 　 10,176 17.9 　 2,480

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券評価

　　　差額金
　 　 3,378 5.5 　 1,660 2.9 　 ▲1,717

　２　繰延ヘッジ損益 　 　 △2 △0.0 　 △84 △0.2 　 ▲81

　３　為替換算調整勘定 　 　 49 0.1 　 △139 △0.2 　 ▲188

　　評価・換算差額等合計 　 　 3,424 5.6 　 1,436 2.5 　 ▲1,988

Ⅲ　少数株主持分 　 　 157 0.2 　 122 0.2 　 ▲34

　　純資産合計 　 　 11,277 18.3 　 11,734 20.6 　 456

　　負債純資産合計 　 　 61,635 100.0 　 56,962 100.0 　 ▲4,672
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(2) 連結損益計算書

　

　 　

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日 

 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日 

 至　平成20年３月31日)

増減額

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅰ　売上高 　 　 144,473 100.0 　 155,670 100.0 　 11,197

Ⅱ　売上原価 　 　 135,581 93.8 　 146,035 93.8 　 10,453

　　　売上総利益 　 　 8,891 6.2 　 9,635 6.2 　 744

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 6,848 4.8 　 7,137 4.6 　 288

　　　営業利益 　 　 2,042 1.4 　 2,498 1.6 　 455

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 43 　 　 49 　 　 6 　

　２　受取配当金 　 109 　 　 148 　 　 39 　

　３　負ののれん償却額 　 7 　 　 9 　 　 1 　

　４　持分法による投資利益 　 418 　 　 747 　 　 328 　

　５　その他 　 50 629 0.4 61 1,015 0.7 10 386

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 237 　 　 272 　 　 35 　

　２　手形売却損 　 49 　 　 61 　 　 11 　

　３　売掛金売却損 　 34 　 　 66 　 　 31 　

　４　売上割引 　 36 　 　 49 　 　 12 　

　５　その他 　 28 386 0.2 26 475 0.3 ▲2 88

　　　経常利益 　 　 2,285 1.6 　 3,038 2.0 　 753

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 　 22 　 　 0 　 　 ▲21 　

　２　投資有価証券売却益 　 148 　 　 353 　 　 204 　

　３　貸倒引当金戻入益 　 301 　 　 129 　 　 ▲171 　

　４　関係会社清算益 　 72 　 　 ― 　 　 ▲72 　

　５　その他 　 32 577 0.4 17 501 0.3 ▲14 ▲75

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　投資有価証券評価損 　 49 　 　 ― 　 　 ▲49 　

　２　投資有価証券売却損 　 48 　 　 ― 　 　 ▲48 　

　３　固定資産売却損 　 7 　 　 2 　 　 ▲4 　

　４　固定資産除却損 　 3 　 　 7 　 　 3 　

　５　ゴルフ会員権評価損 　 ― 　 　 1 　 　 1 　

　６　役員退職慰労引当金繰入額 　 114 　 　 ― 　 　 ▲114 　

　７　減損損失 　 1 　 　 ― 　 　 ▲1 　

　８　その他 　 2 228 0.2 ― 12 0.0 ▲2 ▲215

　　　税金等調整前当期純利益 　 　 2,634 1.8 　 3,527 2.3 　 893

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 676 　 　 1,069 　 　 392 　

　　　法人税等調整額 　 14 691 0.5 △37 1,031 0.7 ▲52 340

　　　少数株主利益 　 　 26 0.0 　 19 0.0 　 ▲7

　　　当期純利益 　 　 1,916 1.3 　 2,477 1.6 　 560
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(3) 連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,024 2,761 △1,056 △3 5,726

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　連結子会社増加に伴う変動 　 　 53 　 53

　当期純利益 　 　 1,916 　 1,916

　自己株式の買取 　 　 　 △0 △0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― ― 1,969 △0 1,969

平成19年３月31日残高(百万円) 4,024 2,761 913 △3 7,695

　

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,308 ― △125 3,182 97 9,006

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　連結子会社増加に伴う変動 　 　 　 　 　 53

　当期純利益 　 　 　 　 　 1,916

　自己株式の買取 　 　 　 　 　 △0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

70 △2 174 242 59 301

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

70 △2 174 242 59 2,271

平成19年３月31日残高(百万円) 3,378 △2 49 3,424 157 11,277
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 4,024 2,761 913 △3 7,695

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　連結子会社増加に伴う変動 　 　 3 　 3

　当期純利益 　 　 2,477 　 2,477

　自己株式の買取 　 　 　 △0 △0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― ― 2,480 △0 2,480

平成20年３月31日残高(百万円) 4,024 2,761 3,394 △3 10,176

　

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,378 △2 49 3,424 157 11,277

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　連結子会社増加に伴う変動 　 　 　 　 　 3

　当期純利益 　 　 　 　 　 2,477

　自己株式の買取 　 　 　 　 　 △0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△1,717 △81 △188 △1,988 △34 △2,023

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△1,717 △81 △188 △1,988 △34 456

平成20年３月31日残高(百万円) 1,660 △84 △139 1,436 122 11,734
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　　　税金等調整前当期純利益 　 2,634 3,527

　　　減価償却費 　 50 63

　　　負ののれん償却額 　 △7 △9

　　　持分法による投資利益

　　　(受取配当金控除後)
　 △387 △704

　　　貸倒引当金の減少額 　 △225 △173

　　　退職給付引当金の減少額 　 △53 △64

　　　役員退職慰労引当金の増加額 　 111 22

　　　賞与引当金の増加額 　 1 9

　　　受取利息及び受取配当金 　 △152 △197

　　　支払利息 　 237 272

　　　投資有価証券売却益 　 △100 △353

　　　出資金評価損 　 49 ―

　　　固定資産売却益 　 △22 △0

　　　関係会社清算益 　 △72 ―

　　　売上債権の増減額（△は増加） 　 △4,262 318

　　　売上債権流動化による収入 　 △1,054 2,139

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） 　 △1,518 348

　　　仕入債務の増減額（△は減少） 　 4,456 △3,431

　　　その他流動資産の減少額 　 165 59

　　　その他投資等の減少額 　 135 66

　　　その他流動負債の増減額（△は減少） 　 1,302 △1,099

　　　その他固定負債の増減額（△は減少） 　 △158 49

　　　その他 　 △7 △54

　　　　　小計 　 1,122 786

　　　利息及び配当金の受取額 　 150 171

　　　利息の支払額 　 △224 △281

　　　法人税等の支払額 　 △835 △794

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 213 △117
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　　　投資有価証券の取得による支出 　 △66 △74

　　　投資有価証券の売却による収入 　 245 572

　　　出資金の払込による支出 　 △2 ―

　　　出資金の譲渡による収入 　 0 ―

　　　有形固定資産の取得による支出 　 △39 △104

　　　有形固定資産の売却による収入 　 51 1

　　　連結子会社株式の取得による支出 　 △11 △29

　　　短期貸付金の貸付による支出 　 △95 △0

　　　短期貸付金の回収による収入 　 222 95

　　　長期貸付金の貸付による支出 　 △63 △14

      関係会社清算による収入 　 118 ―

　　　その他 　 △10 38

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 347 484

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　　　短期借入金の純増加額 　 949 922

　　　長期借入金の返済による支出 　 △1,705 △1,201

　　　少数株主への配当金の支払額 　 △1 △2

　　　その他 　 △0 △0

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △756 △281

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 △21 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 　 △217 85

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 1,631 1,427

Ⅶ　新規連結による現金及び現金同等物の

　　増加額
　 12 85

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 　 1,427 1,598
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(5) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　６社
　　主要な連結子会社名は、「２　企

業集団の状況」に記載しているた
め、省略いたしました。
なお、前連結会計年度まで非連結子
会社でありました㈱武田商事は重要
性が増したことにより、当連結会計
年度より連結の範囲に含めることに
致しました。

(1) 子会社は全て連結しております。　
　　連結子会社の数　　　７社
　　主要な連結子会社名は、「２　企

業集団の状況」に記載しているた
め、省略いたしました。
なお、前連結会計年度まで非連結子
会社でありました明和産業貿易(大連
保税区)有限公司は重要性が増したこ
とにより、当連結会計年度より連結
の範囲に含めることに致しました。

　 (2) 非連結子会社の数　１社
　　非連結子会社名
　　　明和産業貿易(大連保税区)
　　　有限公司
　　連結の範囲から除いた理由
　　　非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益
(持分に見合う額)及び利益剰余金
(持分に見合う額)等は、いずれも
連結財務諸表に重要な影響を及ぼ
していないためであります。

　　　　　　―――――

２　持分法の適用に関する事
項

(1) 持分法適用の非連結子会社数
　なし

(2) 持分法適用の関連会社数 　６社
　　主要な会社名
　　　㈱鈴裕化学
　　　クミ化成㈱
　　　菱成樹脂㈱
　　　高和精工（上海）有限公司

なお、前連結会計年度まで持分法
適用の関連会社に含めておりました
上海明世橡膠有限公司は、当連結会
計年度中に清算結了したことに伴な
い関連会社でなくなりました。
　クミ化成㈱については、同社の海
外子会社３社及び海外関連会社１社
に対する投資について持分法を適用
して認識した損益が連結財務諸表に
与える影響が大きいため、当該４社
の損益をクミ化成㈱の損益に含めて
計算しており、持分法適用会社数は
クミ化成㈱グループ全体を１社とし
て表示しております。

(1) 持分法適用の非連結子会社数
　　　　　　　　　　　　　　　なし
(2) 持分法適用の関連会社数 　５社
　　主要な会社名
　　　㈱鈴裕化学
　　　クミ化成㈱
　　　高和精工（上海）有限公司

なお、前連結会計年度まで持分法
適用の関連会社に含めておりました
菱成樹脂㈱は、当連結会計年度中に
所有株式を売却したことに伴ない関
連会社でなくなりました。

クミ化成㈱については、同社の海
外子会社３社及び海外関連会社１社
に対する投資について持分法を適用
して認識した損益が連結財務諸表に
与える影響が大きいため、当該４社
の損益をクミ化成㈱の損益に含めて
計算しており、持分法適用会社数は
クミ化成㈱グループ全体を１社とし
て表示しております。

　 (3) 持分法非適用会社
　　持分法を適用しない非連結子会社

(明和産業貿易(大連保税区)有限公
司)及び関連会社(㈱赤萩フランジ他
１社)は、それぞれ連結純損益及び連
結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微
であり、かつ、全体としても重要性
がないため持分法の適用から除外し
ております。

(3) 持分法非適用会社
　　持分法を適用しない関連会社(㈱赤

萩フランジ他１社)は、それぞれ連結
純損益及び連結利益剰余金等に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ、全体と
しても重要性がないため持分法の適
用から除外しております。

　 (4) 持分法の適用会社のうち、決算期
が連結決算日と異なる会社について
は各社の事業年度に係る財務諸表を
使用しております。

(4) 持分法の適用会社のうち、決算期
が連結決算日と異なる会社について
は各社の事業年度に係る財務諸表を
使用しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

　連結子会社のうち㈱十全チバフク、
明和産業（上海）有限公司、㈱武田商
事の決算日は平成18年12月31日であ
り、㈱明和セールスの決算日は平成19
年１月31日であり、また、ソーケン
㈱、東京グラスロン㈱の決算日は平成
19年２月28日であります。
　連結財務諸表の作成に当たっては、
同決算日現在の財務諸表を使用してお
ります。ただし、平成19年１月１日か
ら連結決算日平成19年３月31日までの
期間に発生した重要な取引について
は、連結上必要な調整を行っておりま
す。

　連結子会社のうち㈱十全チバフク、
明和産業（上海）有限公司、明和産業
貿易（大連保税区）有限公司、㈱武田
商事の決算日は平成19年12月31日であ
り、㈱明和セールスの決算日は平成20
年１月31日であり、また、ソーケン㈱、
東京グラスロン㈱の決算日は平成20年
２月29日であります。
　連結財務諸表の作成に当たっては、
同決算日現在の財務諸表を使用してお
ります。ただし、平成20年１月１日か
ら連結決算日平成20年３月31日までの
期間に発生した重要な取引については、
連結上必要な調整を行っております。

４　会計処理基準に関する事
項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法

　イ　有価証券
　　(イ)子会社株式及び関連会社株式
　　　移動平均法による原価法
　　(ロ)その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法

　イ　有価証券
　　(イ)子会社株式及び関連会社株式

同　　左
　　(ロ)その他有価証券
　　　時価のあるもの

同　　左

　 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法
　　　時価のないもの

同　　左

　 　ロ　デリバティブ
　　　時価法

　ロ　デリバティブ
同　　左

　 　ハ　たな卸資産
　　　当社及び連結子会社は主として

先入先出法による原価法を採用し
ております。

　ハ　たな卸資産
同　　左

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法

　　　当社は建物については定率法
を、建物以外については主に貸与
資産であり定額法を、国内連結子
会社は定率法を、また在外連結子
会社は定額法を採用しておりま
す。

　　　なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。

　　建物　　　　　10～30年
　　構築物　　　　５～15年

機械装置　　　５～８年

　　　　 　―――――

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法

同　　左 

　
　
　
　
　　　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。
　　建物　　　　　10～30年
　　構築物　　　　５～15年

機械装置　　　５～８年
（会計方針の変更）
　　　当社は法人税法の改正に伴い、

当連結会計年度より、平成19年4月
1日以降に取得した貸与資産以外の
有形固定資産を、また、国内連結
子会社は主として有形固定資産を、
改正後の法人税法に基づく減価償
却の方法に変更しております。こ
の変更により、営業利益、経常利
益、及び税金等調整前当期純利益
に与える影響は軽微であります。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　 　

　
　
　
                     ―――――
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
(3) 重要な引当金の計上基準

　イ　貸倒引当金
　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、当社及び国内連結
子会社は一般債権については、貸
倒実績率による計算額を、貸倒懸
念債権等特定の債権については、
個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。
　

　ロ　賞与引当金
　　　国内連結子会社は従業員に対し

て支給する賞与の支出に充てるた
め、次回支給見込額のうち当連結
会計年度負担分を計上しておりま
す。

　ハ　退職給付引当金
　　　当社及び国内連結子会社におい

て、従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当連結会計年度末にお
いて発生していると認められる額
を計上しております。

　　なお、会計基準変更時差異(2,182
百万円)については15年による按分
額を費用処理しております。

　　数理計算上の差異は、各連結会計
年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理することとして
おります。

　　　なお、当社の貸与資産について
は従来の減価償却の方法を継続適
用しております。

（追加情報）
　　　当社は法人税法の改正に伴い、

平成19年3月31日以前に取得した貸
与資産以外の有形固定資産を、ま
た、国内連結子会社は主として有
形固定資産を、改正前の法人税法
に基づく減価償却の方法の適用に
より取得価額の5％に到達した連結
会計年度の翌連結会計年度より、
取得価額の5％相当額と備忘価額と
の差額を5年間にわたり均等償却
し、減価償却費に含めて計上して
おります。この変更により、営業
利益、経常利益、及び税金等調整
前当期純利益に与える影響は軽微
であります。

　　　なお、当社の貸与資産について
は従来の減価償却の方法を継続適
用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　イ　貸倒引当金

　
同　　左

　
　
　
　
　
　ロ　賞与引当金

　
同　　左

　
　

　
　ハ　退職給付引当金

　
同　　左

　 　ニ　役員退職慰労引当金
　　　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく連結会計年
度末要支給額を計上しておりま
す。

　ニ　役員退職慰労引当金
同　　左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　

（会計処理の変更）
　　　従来、当社及び主要な連結子会

社の役員退職慰労金は、支出時の
費用として処理しておりました
が、当連結会計年度より内規に基
づく連結会計年度末要支給額を計
上する方法に変更しました。

　　　この変更は、当連結会計年度に
行った内規の見直しを機として、
役員の増加並びに在職年数の長期
化傾向に鑑み、期間損益の適正化
を図るため、役員退職慰労金を役
員の在任期間にわたって合理的に
費用配分したことによります。

　　　この変更により、当連結会計年
度の発生額36百万円は販管費及び
一般管理費へ、過年度分相当額114
百万円は特別損失に計上しており
ます。

　　　この結果、従来と同一の方法を
採用した場合と比べ、営業利益及
び経常利益は3百万円増加し、税金
等調整前当期純利益は111百万円減
少しております。

　　　なお、セグメント情報に与える
影響は軽微であります。

　　　　
       　―――――

　

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本
邦通貨への換算の基準

　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負

債、収益及び費用は連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整

勘定及び少数株主持分に含めて計上し

ております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本
邦通貨への換算の基準

同　　左

　

(5) 重要なリース取引の処理方法

　　当社及び国内連結子会社は、リース

物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同　　左

　

(6) 重要なヘッジ会計の方法

　イ　ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、為替予約については

すべて振当処理の要件を満たして

いるため、振当処理を採用してお

ります。

　ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 　 ヘッジ対象

為替予約 　外貨建予定取引

(6) 重要なヘッジ会計の方法

　イ　ヘッジ会計の方法

同　　左

　

　

　

　

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

同　　左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　

　ハ　ヘッジ方針

　　　社内規定に基づき、為替リスク

及び金利変動リスクをヘッジして

おります。

　ハ　ヘッジ方針

同　　左

　

　ニ　ヘッジ有効性評価の方法

　　　ヘッジ手段とヘッジ対象の資

産・負債又は予定取引に関する重

要な条件が同一であり、ヘッジ開

始時及びその後も継続して、相場

変動又はキャッシュ・フロー変動

を完全に相殺するものと想定する

ことができるため、有効性の判定

は省略しております。

　ニ　ヘッジ有効性評価の方法

同　　左

　 (7) 消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。

(7) 消費税等の会計処理

同　　左

　

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

同　　左

６　のれんの償却の方法及び

期間

　

　のれんの償却については、原則とし

て10年間の均等償却を行っておりま

す。

同　　左

　

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い主として取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなって

おります。

同　　左
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(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(会計処理の変更)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12

月9日　企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第

8号）を適用しております。これによる損益に与える影響

はありません。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相応する金額は、

11,122百万円であります。

　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　―――――

　

　

(表示方法の変更)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（連結貸借対照表）　

　前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「負ののれ

ん」として表示しております。

（連結損益計算書）　

　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「負の

のれん償却額」として表示しております。

（連結キャッシュフロー計算書）　

　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「負の

のれん償却額」として表示しております。

　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　―――――
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(セグメント情報)

１　事業の種類別セグメント情報

最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　
化学品
関連事業
(百万円)

合成樹脂
関連事業
(百万円)

機能建材
関連事業
(百万円)

燃料・
物資

関連事業
(百万円)

海外業務
関連事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

57,485 33,769 24,287 19,076 9,853 144,473 ― 144,473

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

535 814 32 154 92 1,630 (1,630) 　

計 58,021 34,584 24,319 19,231 9,945 146,103 (1,630) 144,473

営業費用 56,918 34,266 23,665 18,900 9,773 143,523 (1,092) 142,430

営業利益 1,103 318 654 331 172 2,580 (537) 2,042

Ⅱ　資産、減価償却費及び
資本的支出

　 　 　 　 　 　 　 　

資産 19,425 14,557 9,270 6,080 2,491 51,824 9,810 61,635

減価償却費 14 9 9 8 ― 41 9 50

資本的支出 6 ― 14 17 ― 37 2 40

(注) １　事業区分の方法

事業の区分は、商品の種類、市場の類似性等に照らし内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分に属する主要な商品

事業区分 主要商品

化学品関連事業
有機及び無機工業薬品、石油化学製品、食品添加物、農薬、医薬品、合成ゴ
ム、肥料、難燃剤、炭素製品等

合成樹脂関連事業 合成樹脂原料並びに製品

機能建材関連事業 硝子繊維等の建築資材、木材及び木材製品等

燃料・物資関連事業 石油製品、硝子製品等

海外業務関連事業 医療機器、農水産物、鋳造物、継手等

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は585百万円であり、その主なものは、

当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、10,644百万円であり、その主なものは、当社

での現金及び預金、有価証券等、管理部門に係る資産であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　
化学品
関連事業
(百万円)

合成樹脂
関連事業
(百万円)

機能建材
関連事業
(百万円)

燃料・
物資

関連事業
(百万円)

海外業務
関連事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

61,144 34,358 25,378 23,632 11,157 155,670 － 155,670

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

296 620 30 216 124 1,288 (1,288) 　

計 61,441 34,978 25,408 23,849 11,281 156,959 (1,288) 155,670

営業費用 60,257 34,703 24,728 23,115 10,982 153,787 (614) 153,172

営業利益 1,183 275 680 733 299 3,172 (674) 2,498

Ⅱ　資産、減価償却費及び
資本的支出

　 　 　 　 　 　 　 　

資産 16,696 13,029 7,375 7,586 3,078 47,766 9,195 56,962

減価償却費 20 12 11 10 0 53 9 63

資本的支出 41 43 5 6 － 97 8 106

(注) １　事業区分の方法

事業の区分は、商品の種類、市場の類似性等に照らし内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分に属する主要な商品

事業区分 主要商品

化学品関連事業
有機及び無機工業薬品、石油化学製品、食品添加物、農薬、医薬品、合成ゴ
ム、肥料、難燃剤、炭素製品等

合成樹脂関連事業 合成樹脂原料並びに製品

機能建材関連事業 硝子繊維等の建築資材、木材及び木材製品等

燃料・物資関連事業 石油製品、硝子製品等

海外業務関連事業 医療機器、農水産物、鋳造物、継手等

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は650百万円であり、その主なものは、

当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、8,714百万円であり、その主なものは、当社で

の現金及び預金、有価証券等、管理部門に係る資産であります。

　

― 26 ―



２　所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の売上高及び資産

の金額割合がいずれも90%を超えているため、所在地別セグメント情報の記載は省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の売上高及び資産

の金額割合がいずれも90%を超えているため、所在地別セグメント情報の記載は省略しております。
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３　海外売上高

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　 アジア その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 18,970 1,694 20,664

Ⅱ　連結売上高（百万円） 　 　 144,473

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 13.13% 1.17% 14.30%

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　　 ２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中華人民共和国、大韓民国

(2) その他の地域……北米、中南米

　　　　 ３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　 アジア その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 24,933 2,224 27,158

Ⅱ　連結売上高（百万円） 　 　 155,670

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 16.02% 1.43% 17.45%

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　　 ２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中華人民共和国、大韓民国

(2) その他の地域……北米、中南米

　　　　 ３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 266円27銭 １株当たり純資産額 278円 5銭

１株当たり当期純利益 45円88銭 １株当たり当期純利益 59円31銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　

　
前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 11,277 11,734

普通株式に係る純資産額(百万円) 11,120 11,612

差額の主な内訳(百万円) 　 　

　少数株主持分 157 122

普通株式の発行済株式数(千株) 41,780 41,780

普通株式の自己株式数(千株) 16 16

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
数(千株)

41,763 41,763

　

　

２　１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 1,916 2,477

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,916 2,477

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式の期中平均株式数（千株） 41,763 41,763
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(重要な後発事象)

　 　　　該当事項はありません。

　

　　  (開示の省略)

 　　　  リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付等に

　　　　 関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため

　　　　 開示を省略します。
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５　個別財務諸表

(1) 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 825 　 　 802 　 　 ▲ 23

　２　受取手形 　 　 10,322 　 　 7,354 　 　 ▲ 2,968

　３　売掛金 　 　 24,496 　 　 23,934 　 　 ▲ 561

　４　商品 　 　 2,232 　 　 2,247 　 　 14

　５　未着商品 　 　 1,564 　 　 1,089 　 　 ▲ 475

　６　前渡金 　 　 13 　 　 34 　 　 21

　７　前払費用 　 　 8 　 　 14 　 　 5

　８　短期デリバティブ債権 　 　 11 　 　 3 　 　 ▲ 8

　９  繰延税金資産 　 　 204 　 　 279 　 　 74

　10　短期貸付金 　 　 842 　 　 869 　 　 27

　11　立替金 　 　 3 　 　 1 　 　 ▲ 1

　12　未収入金 　 　 1,247 　 　 1,564 　 　 317

　13　仮払金 　 　 14 　 　 14 　 　 ▲ 0

　　　　　貸倒引当金 　 　 △546 　 　 △ 414 　 　 132

　　流動資産合計 　 　 41,241 78.3 　 37,797 80.9 　 ▲ 3,444

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１ 建物 　 　 25 　 　 22 　 　 ▲2

　　２ 構築物 　 　 17 　 　 14 　 　 ▲3

　　３ 機械及び装置 　 　 73 　 　 97 　 　 23

　　４ 車両 　 　 5 　 　 3 　 　 ▲1

　　５ 工具・器具及び備品 　 　 22 　 　 22 　 　 0

　　６ 土地 　 　 0 　 　 0 　 　 ―

　　　　有形固定資産合計 　 　 144 0.3 　 161 0.4 　 16
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前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

　(2) 無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　電信電話加入権等 　 　 15 　 　 15 　 　 ▲0

　　　無形固定資産合計 　 　 15 0.0 　 15 0.0 　 ▲0

　(3) 投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　投資有価証券 　 　 7,511 　 　 5,231 　 　 ▲ 2,279

　　２　関係会社株式 　 　 1,107 　 　 1,007 　 　 ▲ 100

　　３　出資金 　 　 426 　 　 369 　 　 ▲ 56

　　４　関係会社出資金 　 　 491 　 　 491 　 　 ―

　　５　長期貸付金 　 　 53 　 　 3 　 　 ▲ 49

　　６　従業員長期貸付金 　 　 12 　 　 9 　 　 ▲ 3

　　７　関係会社長期貸付金 　 　 67 　 　 55 　 　 ▲ 12

　　８　長期差入保証金 　 　 1,576 　 　 1,551 　 　 ▲ 25

　　９　ゴルフ会員権等 　 　 4 　 　 4 　 　 ―

　　10　更生債権等 　 　 634 　 　 583 　 　 ▲ 51

　　11　長期前払費用 　 　 3 　 　 2 　 　 ▲ 1

　　　　　　貸倒引当金 　 　 △622 　 　 △ 570 　 　 52

　　　投資その他の資産合計 　 　 11,267 21.4 　 8,740 18.7 　 ▲ 2,527

　　固定資産合計 　 　 11,427 21.7 　 8,916 19.1 　 ▲ 2,511

　　資産合計 　 　 52,669 100.0 　 46,713 100.0 　 ▲ 5,956
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前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 4,882 　 　 4,204 　 　 ▲677

　２　買掛金 　 　 23,457 　 　 20,148 　 　 ▲3,309

　３　短期借入金 　 　 6,456 　 　 9,000 　 　 2,543

　４　未払金 　 　 1,243 　 　 65 　 　 ▲1,178

　５　未払費用 　 　 413 　 　 475 　 　 61

　６　未払法人税等 　 　 274 　 　 524 　 　 250

　７　未払事業所税 　 　 6 　 　 6 　 　 ―

　８　前受金 　 　 22 　 　 100 　 　 77

　９　預り金 　 　 25 　 　 44 　 　 18

　10　前受収益 　 　 0 　 　 0 　 　 ▲0

　11　短期デリバティブ債務 　 　 9 　 　 86 　 　 76

　　流動負債合計 　 　 36,792 69.8 　 34,655 74.2 　 ▲2,137

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 　 　 2,500 　 　 1,000 　 　 ▲1,500

　２　関係会社長期借入金 　 　 3,000 　 　 1,800 　 　 ▲1,200

　３　預り保証金 　 　 948 　 　 1,007 　 　 59

　４　長期繰延税金負債 　 　 1,332 　 　 620 　 　 ▲712

　５　退職給付引当金 　 　 233 　 　 168 　 　 ▲65

　６　役員退職慰労引当金 　 　 81 　 　 105 　 　 23

　　固定負債合計 　 　 8,096 15.4 　 4,702 10.1 　 ▲3,393

　　負債合計 　 　 44,889 85.2 　 39,358 84.3 　 ▲5,531

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 4,024 7.6 　 4,024 8.6 　 ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　    資本準備金 　 2,761 　 　 2,761 　 　 　 　

　　　　資本剰余金合計 　 　 2,761 5.3 　 2,761 5.9 　 ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 337 　 　 337 　 　 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 △2,247 　 　 △1,073 　 　 　 　

　　　　利益剰余金合計 　 　 △1,909 △3.6 　 △735 △1.6 　 1,174

　４　自己株式 　 　 △3 △0.0 　 △3 △0.0 　 ▲0

　　株主資本合計 　 　 4,872 9.3 　 6,046 12.9 　 1,174

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券評価

　　　差額金
　 　 2,910 5.5 　 1,393 3.0 　 ▲1.517

　２　繰延ヘッジ損益 　 　 △2 △0.0 　 △84 △0.2 　 ▲81

　　評価・換算差額等合計 　 　 2,907 5.5 　 1,309 2.8 　 ▲1,598

　　純資産合計 　 　 7,780 14.8 　 7,355 15.7 　 ▲424

　　負債純資産合計 　 　 52,669 100.0 　 46,713 100.0 　 ▲5,956
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(2) 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成18年４月１日 

 至　平成19年３月31日)

当事業年度

(自　平成19年４月１日 

 至　平成20年３月31日)

増減額

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅰ　売上高 　 　 124,980 100.0 　 132,288 100.0 　 7,308

Ⅱ　売上原価 　 　 119,338 95.5 　 126,537 95.7 　 7,199

　　　売上総利益 　 　 5,642 4.5 　 5,750 4.3 　 108

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 4,194 3.3 　 4,230 3.2 　 36

　　　営業利益 　 　 1,448 1.2 　 1,519 1.1 　 71

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 63 　 　 62 　 　 ▲1 　

　２　受取配当金 　 137 　 　 257 　 　 120 　

　３　その他 　 53 254 0.2 67 387 0.3 13 132

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 215 　 　 253 　 　 38 　

　２　手形売却損 　 49 　 　 61 　 　 11 　

　３　売掛金売却損 　 34 　 　 66 　 　 31 　

　４　売上割引 　 36 　 　 49 　 　 12 　

　５　その他 　 28 364 0.3 27 457 0.3 ▲0 92

　　　経常利益 　 　 1,338 1.1 　 1,449 1.1 　 111

Ⅵ　特別利益 　 　 568 0.4 　 477 0.4 　 ▲90

Ⅶ　特別損失 　 　 382 0.3 　 7 0.0 　 ▲375

　　　税引前当期純利益 　 　 1,523 1.2 　 1,919 1.5 　 396

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 476 　 　 787 　 　 　 　

　　　法人税等調整額 　 △94 381 0.3 △41 745 0.6 　 363

　　　当期純利益 　 　 1,141 0.9 　 1,174 0.9 　 32
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(3) 株主資本等変動計算書

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,024 2,761 2,761

事業年度中の変動額 　 　 　

　当期純利益 　 　 　

　自己株式の買取 　 　 　

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

　 　 　

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ―

平成19年３月31日残高(百万円) 4,024 2,761 2,761

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他の利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 337 △3,388 △3,051 △3 3,730

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　

　当期純利益 　 1,141 1,141 　 1,141

　自己株式の買取 　 　 　 △0 △0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計(百万円) ― 1,141 1,141 △0 1,141

平成19年３月31日残高(百万円) 337 △2,247 △1,909 △3 4,872

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,892 ― 2,892 6,623

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　当期純利益 　 　 　 1,141

　自己株式の買取 　 　 　 △0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

18 △2 15 15

事業年度中の変動額合計(百万円) 18 △2 15 1,157

平成19年３月31日残高(百万円) 2,910 △2 2,907 7,780
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 4,024 2,761 2,761

事業年度中の変動額 　 　 　

　当期純利益 　 　 　

　自己株式の買取 　 　 　

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

　 　 　

事業年度中の変動額合計(百万円) － － －

平成20年３月31日残高(百万円) 4,024 2,761 2,761

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他の利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 337 △2,247 △1,909 △3 4,872

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　

　当期純利益 　 1,174 1,174 　 1,174

　自己株式の買取 　 　 　 △0 △0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計(百万円) － 1,174 1,174 △0 1,174

平成20年３月31日残高(百万円) 337 △1,073 △735 △3 6,046

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,910 △2 2,907 7,780

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　当期純利益 　 　 　 1,174

　自己株式の買取 　 　 　 △0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△1,517 △81 △1,598 △1,598

事業年度中の変動額合計(百万円) △1,517 △81 △1,598 △424

平成20年３月31日残高(百万円) 1,393 △84 1,309 7,355
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